
１．平成17年６月中間期の業績（平成17年１月１日～平成17年６月30日） 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん 

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

平成17年12月期 個別中間財務諸表の概要 
(財)財務会計基準機構会員

  平成17年８月19日

会社名 木徳神糧株式会社 上場取引所 ＪＱ  

コード番号 ２７００ 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.kitoku-shinryo.co.jp)  

代表者 役職名 代表取締役社長

  氏名 木村 良

問い合わせ先 責任者役職名 業務支援部門 財務室長

  氏名  稲垣 英樹 ＴＥＬ （03）5479 － 7111 

決算取締役会開催日 平成17年８月19日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成17年９月28日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年６月中間期 38,146 (   －) 277 (  －) 189 (  －)

16年12月期 18,005 138 120 

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 142 (   －) 16 75

16年12月期 114 13 46

（注）①期中平均株式数 17年６月中間期 8,492,063株 16年12月期 8,495,208株   

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③当社は決算期を従来の９月30日から12月31日に変更したため、16年12月期は平成16年10月１日から平成16年

12月31日の３ヶ月決算となっております。そのため中間財務諸表を作成しておりませんので、前中間会計期

間の記載を省略しております。従って対前年中間期増減率は記載しておりません。 

(2)配当状況  

  
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり
年間配当金   

  円 銭 円 銭

17年６月中間期 2 00 ――――――  

16年12月期 ―――――― 0 00   

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17年６月中間期 23,392 3,459 14.8 407 48

16年12月期 27,645 3,334 12.1 392 63

（注）①期末発行済株式数    17年６月中間期 8,490,445株 16年12月期 8,493,619株   

  ②期末自己株式数 17年６月中間期    39,555株 16年12月期    36,381株   

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期 末   

    百万円  百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 70,000  330 290 3 00 5 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 34円16銭  
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
当中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金   878,986     2,433,717    

２．受取手形 ※５ 5,874     7,674    

３．売掛金   6,627,612     6,674,373    

４．たな卸資産   1,896,812     4,527,217    

５．未収入金 ※４ 2,456,355     1,552,072    

６．その他   1,351,902     1,962,880    

貸倒引当金   △1,034     △905    

流動資産合計     13,216,508 56.5   17,157,030 62.1 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1）建物 ※２ 2,370,838     2,456,984    

(2）機械及び装置 ※２ 1,230,067     1,372,159    

(3）土地 ※２ 2,956,361     2,956,361    

(4）建設仮勘定   25,200     －    

(5）その他 ※２ 90,765     97,184    

有形固定資産合計     6,673,232 28.5   6,882,689 24.9 

２．無形固定資産     366,893 1.6   421,055 1.5 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券   1,054,350     1,058,074    

(2）関係会社株式   1,241,463     1,241,463    

(3）その他   844,773     889,030    

貸倒引当金   △4,842     △3,546    

投資その他の資産合計     3,135,744 13.4   3,185,021 11.5 

固定資産合計     10,175,871 43.5   10,488,766 37.9 

資産合計     23,392,379 100.0   27,645,796 100.0 
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当中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金   2,759,122     3,733,131    

２．短期借入金   6,350,000     8,150,000    

３．一年内償還予定社債   －     300,000    

４．一年内返済予定長期借
入金 

※２ 2,506,604     2,317,904    

５．未払法人税等   3,328     4,021    

６．賞与引当金   55,866     59,296    

７．購入約定済玄米損失引
当金  

  －     188,215    

８．その他 ※４ 1,079,712     1,468,349    

流動負債合計     12,754,634 54.5   16,220,917 58.7 

Ⅱ 固定負債              

１．社債 ※２ 1,850,000     1,850,000    

２．長期借入金 ※２ 4,670,825     5,521,827    

３．その他   657,193     718,176    

固定負債合計     7,178,018 30.7   8,090,003 29.2 

負債合計     19,932,652 85.2   24,310,920 87.9 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金     529,500 2.2   529,500 1.9 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   331,500     331,500    

資本剰余金合計     331,500 1.4   331,500 1.2 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   114,146     114,146    

２．任意積立金   1,706,649     1,716,264    

３．中間（当期）未処分利
益 

  648,477     496,591    

利益剰余金合計     2,469,273 10.6   2,327,002 8.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    144,154 0.6   160,396 0.6 

Ⅴ 自己株式     △14,700 △0.0   △13,523 △0.0 

資本合計     3,459,727 14.8   3,334,876 12.1 

負債資本合計     23,392,379 100.0   27,645,796 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

 （注）前事業年度（平成16年12月期）は決算期変更により、３ヶ月決算となっております。 

   
当中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     38,146,236 100.0   18,005,567 100.0 

Ⅱ 売上原価     36,155,566 94.8   17,001,799 94.5 

売上総利益     1,990,669 5.2   1,003,768 5.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,713,494 4.5   865,754 4.8 

営業利益     277,175 0.7   138,013 0.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   141,699 0.4   105,123 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   229,813 0.6   122,980 0.7 

経常利益     189,061 0.5   120,157 0.6 

Ⅵ 特別利益 ※３   － －   65,494 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※４   10,295 0.0   48,214 0.3 

税引前中間（当期）純
利益 

    178,766 0.5   137,436 0.7 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,181     955     

法人税等調整額   35,314 36,495 0.1 22,175 23,131 0.1 

中間（当期）純利益     142,270 0.4   114,304 0.6 

前期繰越利益     506,206     382,286  

中間（当期）未処分利
益 

    648,477     496,591  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品・原材料 

米穀事業の商品・原材料 

先入先出法による低価法 

その他の商品・原材料 

先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物     10年～45年 

機械及び装置 ４年～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物     ６年～45年 

機械及び装置 ４年～15年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支

給見込額の当中間会計期間負担額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

    (3）購入約定済玄米損失引当金 

 購入約定済みの15年産玄米のうち、

決算日現在未購入のものについて、購

入後の販売時に見込まれる損失相当額

を計上しております。なお、購入済玄

米に係る引当金戻入額は、仕入価額よ

り控除しております。 

４．外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を採用し

ております。 

同左 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしている

場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワッ

プ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入

金 

ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 

 将来の為替変動によるリスクを回避

する目的で、実需の範囲内で対象取引

のヘッジを行っております。また、変

動金利を固定金利に変換する目的で金

利スワップを利用し、キャッシュ・フ

ローを固定化し金利変動によるリスク

を回避しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率に

よって有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）税金費用の算定方法 

 中間会計期間に係る法人税、住民税

及び事業税並びに法人税等調整額は、

当期において予定している利益処分に

よる圧縮積立金の積立て及び取り崩し

を前提として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

(2）     ──────  

  (3）決算期変更について 

 当社は、平成16年12月22日開催の第

56期定時株主総会において、決算期を

従来の９月30日から12月31日とする定

款の一部変更を行いました。これに伴

い、前事業年度は、平成16年10月１日

から平成16年12月31日までの３ヶ月決

算となったため、中間財務諸表を作成

しておりません。従って、前中間会計

期間の記載を省略しております。 

(3）決算期変更について 

 当社は、平成16年12月22日開催の第

56期定時株主総会において、決算期を

従来の９月30日から12月31日とする定

款の一部変更を行いました。従いまし

て、当期は事業年度変更に伴う経過措

置として、平成16年10月１日から平成

16年12月31日までの３ヶ月決算となっ

ております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

前事業年度末 
（平成16年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,287,250千円 6,053,970千円

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

 (1) 担保提供資産 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

 (1) 担保提供資産 

建物 1,408,818千円

機械及び装置 153,684 

土地 728,463 

その他 9,872 

合計 2,300,839 

建物 1,450,185千円

機械及び装置 173,237 

土地 728,463 

その他 11,006 

合計 2,362,893 

 上記のうち工場財団抵当設定分 

建物 183,982千円

機械及び装置 153,684 

土地 10,000 

その他 9,872 

合計 357,539 

 上記のうち工場財団抵当設定分 

建物 192,835千円

機械及び装置 173,237 

土地 10,000 

その他 11,006 

合計 387,079 

 (2) 担保資産に対応する債務  (2) 担保資産に対応する債務 

 上記のうち工場財団抵当に対応する債務 

一年内返済予定長期借入金 151,004千円

社債 450,000 

長期借入金 1,068,875 

合計 1,669,879 

一年内返済予定長期借入金 35,400千円

長期借入金 264,600 

合計 300,000 

 上記のうち工場財団抵当に対応する債務 

一年内返済予定長期借入金  133,304千円

社債 450,000 

長期借入金 1,144,377 

合計 1,727,681 

一年内返済予定長期借入金 17,700千円

長期借入金 282,300 

合計 300,000 

３ 保証債務 ３ 保証債務 

 下記関係会社及び取引先の金融機関等からの借入

金等に対し、債務保証を行っております。 

 下記関係会社及び取引先の金融機関等からの借入

金等に対し、債務保証を行っております。 

キトクフーズ㈱ 168,175千円

木徳九州㈱ 440,271 

備前食糧㈱ 1,832,178 

 合計 2,440,624 

     

キトクフーズ㈱ 201,733千円

木徳九州㈱ 440,344 

備前食糧㈱ 1,797,066 

合計 2,439,143 

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※５        ──────  

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、

金額的重要性が乏しいため、流動資産の「未収入

金」に含めて表示しております。 

※５ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、期末日満期手形

2,285千円が期末残高に含まれております。 
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（中間損益計算書関係） 

 （注）前事業年度（平成16年12月期）は決算期変更により、３ヶ月決算となっております。 

（リース取引） 

 EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

（有価証券） 

当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 

   至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 

   至 平成16年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 10,773千円

受取配当金 10,967 

不動産賃貸料収入 98,680 

受取利息 4,646千円

受取配当金 40,073 

不動産賃貸料収入 53,067 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 147,558千円

社債利息 9,244 

不動産賃貸費用 70,426 

支払利息 72,082千円

社債利息 6,123 

不動産賃貸費用 36,107 

※３        ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

  役員退職金返上益 17,363千円

購入約定済玄米損失引当

金戻入益 

42,411  

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損    

 長期前払費用 10,000千円

 その他 295千円

土壌汚染処理損 21,576千円

社債繰上償還損 18,180  

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 238,884千円

無形固定資産 59,359 

有形固定資産 124,344千円

無形固定資産 29,622 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）前事業年度（平成16年12月期）は決算期変更により、３ヶ月決算となっております。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日） 

１株当たり純資産額    407円48銭

１株当たり中間純利益金額   16円75銭

１株当たり純資産額    392円63銭

１株当たり当期純利益金額   13円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
当中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成16年12月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 142,270 114,304 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
142,270 114,304 

期中平均株式数（株） 8,492,063 8,495,208 
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